
「学校運営協議会」を設置している学校

伊丹市 ： 令和2年度に小・中・高等・特別支援学校 全27校に設置を完了

～学校運営協議会と地域学校協働活動の一体的推進～

本件問合せ先 :  伊丹市教育委員会事務局学校指導課
Tel 072-780-3534 Fax 072-784-8083 E-mail gakkyou@itami.ed.jp

１

４ コミュニティ・スクールのセカンドステージ

１ コミュニティ・スクール（学校運営協議会制度）とは① 学校運営協議会の「質の向上」

① 情報交換の場の設定
(情報交換、実践発表)

・｢推進協議会｣(対象：各会長）

・｢拡大推進協議会｣(対象：各会長、管理職）

・｢CS地域コーディネーター研修会｣

② 研修の場の設定(実践発表、講話等)

・「コミュニティ・スクール研修会」

・「コミュニティ・スクールフォーラム」

・教職員向け研修会の実施

③ アンケートの実施や指導主事の参加等
による実態把握及び課題検証

（1）目 標

４

（２）学校運営協議会の充実

① 学校教育目標の達成を目指す

PDCAサイクルの構築

○ 「熟議・協議」の充実
・協議・熟議の目的や方向性の共通理解

・わかりやすい資料の作成や資料の精選

・事前の資料提供、内容の焦点化・明確化

・委員全員が意見を言える場の設定

○ 取組に対する評価・課題改善の工夫
・授業参観や協働活動等における現状把握

・学校評価やアンケート結果等の客観的なデータ

・取組の成果やさらなる課題改善に向けた協議

○ 教職員との連携・交流・意識改革
・支援→協働へとつながる関係づくり、意識改革

・学習支援活動や合同研修会、意見交流会での交流

② ｢学校運営協議会｣ と｢地域学校協働活動｣の一体的な推進

○ 校長が作成する学校運営の基本方針を承認すること

○ 学校運営への必要な支援に関する協議を行うこと

○ 学校運営について、教育委員会又は校長に意見を述べることができること

○ 教職員の任用に関して、教育委員会で定める事項（※1）について意見を述べることができること

学校運営協議会の4つの機能

※1 採用・昇任・転任について、個人を特定することはできない

２ なぜコミュニティ・スクールなのか

② 委員が「やりがい」を感じられる

協議会への転換

○ チーム学校の一員として
・学校運営に参画する当事者としての意識の醸成

・教職員への紹介、学校要覧やＨＰへの掲載

・教職員、保護者、地域への「学校運営協議会」の役

割や取組の紹介

○ 委員の達成感、自己有用感の醸成
・一人ひとりが活発に思いを語れる協議会

・協議や取組の成果の適切なフィードバック

・子どもたちの成長が実感できる場面の創出

○ 持続可能な組織体制の構築
・学校運営協議会委員構成の検討、人材の確保

・CS地域コーディネーターの活用

令和５年(2023年)５月

伊丹市教育委員会

③ 「地域学校協働活動」との一体的推進

○ 地域と学校を繋ぐ体制の構築

・学校運営協議会への「地域学校協働推進員」の配置

・学校支援ボランティアとの効果的な連携と人材の確保

〇 「地域学校協働活動」に係る協議の充実
・「地域学校協働活動」における目的やビジョンの共有

・学校課題やニーズに即した学習支援・体験活動等の実施

【各学校運営協議会の取組】

【伊丹市教育委員会の取組】

保護者や地域住民の意見を学校運営に反映し、
「地域とともにある学校づくり」を実現するための仕組み

・貧困・格差社会 ・人間関係の希薄化 ・個に応じた学習支援
・児童虐待の増加 ・自然体験の減少 ・生徒指導上の課題
・物価の高騰 ・学校安全の確保 ・保護者等からの過剰な苦情や不当な要求

予測困難なVUCA（不安定・不確実・複雑・あいまい）の時代

学校・子どもを取り巻く環境 → 複雑化・困難化

保護者や地域住民等との連携・協働体制を構築し、
学校運営の改善を図ることが不可欠

学校運営協議会の委員構成

○ 保護者 ○ 地域住民 ○ 地域学校協働活動推進員、その他学校運営に資する活動を行う者

○ 教職員 ○ その他教育委員会が必要と認める者

これからの時代を生き抜く力 （学校だけでは得られない知識・経験・能力） の育成

学校・保護者・地域の
真ん中に子どもたちの

未来の姿を



３ 伊丹市のコミュニティ・スクールの現状

（１）令和４年度（2022年度）学校運営協議会アンケートより

【会長アンケートより】 【校長アンケートより】

３２

＜成 果＞

【会長アンケートより】 【校長アンケートより】

＜課 題＞

＜会長アンケートより＞

① 人材確保
（持続可能な体制づくり）

② 教職員との交流・連携

③ 情報発信、情報共有

その他
・会議の進め方
・やるべきことの明確化
・学校課題への突っ込んだ議論 等

＜校長アンケートより＞

①人材確保

②教職員との連携・共有

その他
・会議の活性化
・目指す方向性の共有
・活動拠点にできる部屋の確保
・事務手続きの多さ
・時間の確保、計画的な開催 等

●実施時期 令和４年11月末～12月中旬
●対 象 各学校運営協議会会長（２７協議会）、各小・中・高等特別支援学校長（２７校）

【会長アンケートより】 【校長アンケートより】

＜令和３年度から大きく改善したもの＞

（２）過去５年間における経年比較

学校行事への地域や保護者の参加が増えた 子どもたちへの学習支援が充実した

コロナ禍で見合わせていた授業参観や学校行事等が再開し、学習支援や
生活指導上の課題等で具体的な協議・活動が進み、取組が活性化した。

会長：教職員と話をする機会が増えた
校長：教職員の意識改革が進んだ

学校と地域が情報共有するようになった

令和3年度の重点課題であった教職員との連携について、改善が見られるが、
学校と地域の情報共有への意識について差が生じている。引き続き、
教職員との連携や情報共有・発信の在り方について、意識改革を図る。

（３）課題と感じていること【自由記述欄より】

具体的な協働活動を実
施するために、活動ボラ
ンティア等の人材確保と
ともに、地域学校協働活
動との連携が必要。


